
決算書掲載頁　P197

内
訳

建築物の耐震化を促進することにより、地震による人的・経済的被害の軽減を図り、安心・安全なすまいとまちの実現に
努める。

自治会や自主防災組織と連携し、地域に出向いて説明会や受付会を行うことで、申請しやすい環境を整える。
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都市建設部まちづくり推進室

事業： 既存民間建築物耐震化事業 1234
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A

補助対象となる住宅所有者への直接啓
発文書の送付により一定の診断等申請
件数はあった。
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平成２７年度末の耐震化率を９０％にするため、耐震診断及び改修補助制度の啓発を積極的に行う。
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所管課

平成１９年度に策定した河内長野市耐震改修促進計画(平成２０年～２７年度）に基づき、啓発パンフレットを作成し、耐
震化の啓発に努めるとともに、所有者が実施する耐震診断・耐震改修に要する費用の一部を補助することで、建築物の
耐震化を９０％にすることを目的とする。
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昭和５６年５月３１日以前に建築された住宅等の所有者

自治会や自主防災組織と連携し、地域に出向いて説明会や受付会を行うことで、申請しやすい環境を整える。
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耐震化の普及啓発を図るため、耐震化の必要性、耐震診断・耐震改修の補助制度、耐震改修工事の事例等を記載した
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事業：既存民間建築物耐震化事業                                

１．既存民間建築物耐震化事業 

平成１９年度に策定した河内長野市耐震改修促進計画に基づき、平成２７年度末の住宅の耐震化率を９０％にす

るために、パンフレットの作成や耐震診断・改修補助制度の啓発文書の送付を行い、耐震化の普及啓発に努めると

ともに、所有者が実施する耐震診断・耐震改修に要する費用の一部を補助した。 

 

 

細事業：既存民間建築物耐震化事業                             

１．耐震化啓発事業 

・耐震診断・改修パンフレットの作成 ： 詳細版  １，０００部 

                   概要版  ５，０００部 

 

・木造住宅耐震改修補助制度の定額制変更周知 ： ２０５件 

平成２１～２３年度に耐震診断補助金の交付された者で次の条件に該当する者 

   ①耐震診断の結果、上部構造評点が１．０未満の者 

   ②耐震改修をされていないと考えられる者（耐震改修補助金の交付を受けた者、耐震改修をしたとの 

連絡のあった者等を除く。） 

   ③耐震診断の補助を受けた住宅の所有者の変更が無い者 

 

・耐震診断・改修補助制度対象住宅所有者への補助制度啓発文書の送付 ：９４２件 

 

２．民間建築物耐震診断・民間木造住宅耐震改修補助事業 

 

  ＜補助金の交付状況＞ 

補助内容 交付件数 補助金額  （円） 

耐震診断 ３８ １，７１０，０００ 

耐震改修（木造住宅のみ） １０ ５，４００，０００ 

 

 

 

 

 

 

 

 


